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2021年 5月12日（水）～ 7月14日（水）

2021年 9月  1日（水）～11月  4日（木）

2021年 7月22日（木）

2021年11月17日（水）
2021年4月1日（木）以降

補助対象者・補助条件・募集方法・
財産処分の制限
補助対象者・補助条件・募集方法・
財産処分の制限
補助対象者・補助条件・募集方法・
財産処分の制限
補助対象者・補助条件・募集方法・
財産処分の制限

下記のいずれかに該当する方。

補助対象者

１｜自ら居住する又は居住しようとする市内の住宅に、対象機器を自ら購入し、設置しようとする方。
２｜市内にある対象機器付き住宅（新築の分譲集合住宅は除く）を購入し、自ら居住しようとする方。

機器の設置工事を完了したことを示す完了届の提出期限は、下記のいずれかの遅い日までです。ただし、
下記で起算した日が2022年3月11日を過ぎる場合については、2022年3月11日が提出期限となります。

補助金交付申請兼完了届（完了届）の提出期限について

❶対象機器等取得日の翌日を起算日として、60日を経過する日
❷再エネ省エネ機器導入補助金に当選した募集回の募集締切日の翌日を起算日として、60日を経過する日

補助を受けることができる条件
１｜札幌市内の住宅に居住又は居住予定であること。
　　居住予定先の住宅に対象機器を設置する場合は、補助金交付申請兼完了届の提出期限までに、
　　対象機器設置場所に居住したことが確認できる住民票等が必要です。
２｜札幌市税の滞納がないこと。
３｜同一年度以内で、再エネ省エネ機器導入補助金の交付決定を受けていないこと。
４｜工事業者からの機器の引渡日（対象機器等取得日）が2021年4月1日以降であること。
５｜完了届提出期限までに必要書類を添付して提出すること。
６｜太陽光発電、エネファームの補助金を申込む場合、「札幌市エコエネクラブ」へ入会すること。
　　※札幌市エコエネクラブについては、次ページをご確認下さい。
７｜暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する
　　暴力団員、又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第2号に
　　規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）でない者であること。

札幌市エコエネクラブ
①太陽光発電やエネファームの補助を受けるためには、札幌エコエネクラブへ入会することが条件です。
②会員の皆さまには、1～2年に1回、モニターやリモコン画面に表示される年間発電量などの実績を報告し
ていただきます。詳細については、会員へ別途お知らせいたします。
③事務局（札幌市）がクラブ全体でのCO2削減量を算出し、売買可能な価値（クレジット）の発行手続きを
行います。
④企業などヘクレジットを販売します。
⑤クレジット売却益を札幌市内の更なる地球環境の保全活動等に活用します。

入会時における注意事項
●設備を使用することによる、設置住宅内のCO2削減効果は札幌市へ譲渡することとなります。
●国のJ-グリーン・リンケージ倶楽部など、他のCO2削減事業に登録済みの場合、
その登録を取り消す手続きが必要となります。（詳しくは、各事業の実施団体へお問い合わせ下さい。）

●電力会社やガス供給会社へCO2削減効果を売却・譲渡することはできません。
（例）HEMSシステム導入によるCO2削減効果買い取りサービス等

募集方法（申込方法）
１｜申込書（15ページにあります）により、各募集期間内に応募してください（募集終了日まで必着）。
２｜応募多数により、各回の予算額を超えるときは、抽選により補助金交付予定者を決定いたします。
各募集回の抽選実施の有無については、募集期間終了後に札幌市ホームページ

　　にてお知らせします。
（https://www.city.sapporo.jp/kankyo/energy/hojo/kiki.html/）

３｜第2回目の募集終了後については、募集終了時において予算に余剰がある場合のみ
　　先着にて募集します。（募集方法は札幌市ホームページでお知らせします。）

財産処分の制限
●法定耐用年数期間内に補助対象機器を処分する場合は、あらかじめ札幌市の承認を得る必要があります。
●法定耐用年数期間内に処分する場合は、使用しない期間に応じて補助金を返還していただきます。

募集期間 対象機器等取得日抽選予定日
第1回

第2回

1. 対象機器等取得日が募集期間より前及び、募集期間内である場合、❷の期日が提出期限になります 
：例　　第1回目の募集回に当選し、対象機器等取得日が6月1日なら、

❶の提出期限は8月2日、❷の提出期限は9月12日→9月1 2日が提出期限
2. 対象機器等取得日が募集期間より後である場合、❶又は❷の期日が提出期限になります。
例：第1回目の募集回に当選し、対象機器等取得日が9月3日なら、

❶の提出期限は11月2日、❷の提出期限は9月12日→11月2日が提出期限

3. 対象機器等取得日が2022年1月10日以降の方は、2022年3月11日が提出期限になります。
※郵送でのご提出は提出期限の消印まで有効。
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